
【令和４年第３回定例会 一般質問全文】

１ 中 家 正 希 議 員

１ 岩内町人口ビジョン・総合戦略につい

て

２ 地場産業の振興について

１ 岩内町人口ビジョン・総合戦略について

岩内町では第２期岩内町人口ビジョン・総合戦略が令和２年３月に策定されま

した。この中には、第２期総合戦略においては、登載施策を着実に実施するとと

もに、人口減少下にあっても本町の活性化に寄与する施策を積極的に展開するこ

とが重要であり、社会動態や自然動態を常に意識しながら登載施策の取組状況や

ＫＰＩの達成状況などを毎年度見える化し、ＰＤＣＡサイクルにより評価・検証

・改善していく必要がありますと記載されております。

日本の総人口が減少する中、本町においても人口減少が避けられない状況であ

りますが、本町の人口減少のスピードを少しでも緩やかにし、町民が幸せを実感

しながらいつまでも住み続けたくなるまちとなるよう、町への満足度や幸福感の

向上、経済の強化、快適で魅力あるまちづくりを実現するための総合的かつ計画

的な施策を重点的に推進していく必要があると考えます。そこで、岩内町人口ビ

ジョン・総合戦略について次のとおり質問いたします。

①第１期岩内町人口ビジョン・総合戦略について、どのように総括し、どのよ

うな視点で第２期岩内町人口ビジョン・総合戦略を組み立てたのか。

②本町の直近の人口と２０４０年及び２０６０年の目標人口の達成の見込みに

ついて。

③本町の２０３０年及び２０４０年の目標出生率の実現に向けた施策の展開状

況について。

④総合戦略において、最重要業績評価指標（ＫＧＩ）として社会移動（転入者

数－転出者数）と出生数の２つの項目が設定されているが、これらの直近の

数値と目標設定時点からの推移の状況、令和６年度の目標達成の見込みにつ

いて。

また、人口ビジョンにおいて、社会移動については２０４０年までに流出

入均衡（転出転入の均衡）を達成するとの目標設定がされているが、その達

成の見込みについて。

⑤重要業績評価指標（ＫＰＩ）の項目として、１人当たりの課税対象所得、女

性（２５から３４歳）の紹介就職者数、転入者数、ふるさと納税の寄附件数、

企業版ふるさと納税の寄附件数、１５歳未満人口、婚姻件数、観光入込客数、

健康寿命の延伸がありますが、それぞれについて直近の数値と目標設定時点



からの推移の状況、令和６年度の目標達成の見込みについて。また、それぞ

れの項目についてＰＤＣＡサイクルによりどのように評価・検証・改善した

のか、その具体的な内容について。



【答 弁】

町 長：

１項めは、第１期岩内町人口ビジョン・総合戦略の総括と第２期の組み立て

についてであります。

第１期岩内町人口ビジョン・総合戦略につきましては、平成２７年３月に策

定し、４つの基本目標の下、各施策を展開してきたところであります。

第１期の総括の手法として、人口ビジョンにおいては、人口推計と実績値の

比較を行い、また、総合戦略においては、各基本目標に紐付く指標ごとに、平

成２６年を基準数値とし、平成３０年を実績値として目標数値の達成状況を検

証したところであります。

第１期の総括といたしましては、登載事業の着手率は高いものの、既存事業

の踏襲が多いこと、また、ＫＰＩの設定数値等が一部実情にあっていないなど、

施策の展開が人口減少抑制や出生数増加などに直接的かつ効果的に結びついて

いるとは言いがたい検証結果となっております。

このため、第２期の策定にあたり、人口ビジョンにおいては、人口減少の課

題に取り組むための基本的視点として、出生数の減少、人口の流出、地域経済

への影響の３つの視点を設定するとともに、総合戦略においては、自立性、将

来性、地域性、総合性の４つの視点を踏まえて施策を組み立てております。

２項めは、直近の人口と目標人口の達成の見込みについてであります。

本町の直近の人口につきましては、人口推計の基準とする実績値としては、

令和２年国勢調査人口で１１，６４８人であります。

目標人口の達成見込みにつきましては、令和２年度の数値について、当初の

推計値を国勢調査人口の実績値に置き換え、目標出生率に向けた上昇及び２０

４０年に流出入が均衡するものとして、将来人口を改めて推計したところ、２

０４０年では、目標人口である９，９２０人に対して、推計人口は９，４０１

人で、９５％の達成率、また、２０６０年では、目標人口である８，０５０人

に対して、推計人口は７，５４６人で、９４％の達成率と見込んでおり、目標

人口には達しない推計結果となりましたが、登載事業を積極的に実施すること

が本町の活性化に繋がるものと考えており、引き続き、着実な事業の実施に努

めて参ります。

３項めは、目標出生率の実現に向けた施策の展開状況についてであります。

本町の目標出生率につきましては、第２期人口ビジョンにおいて、北海道の

推計値を適用し、２０３０年には１．８０、また、２０４０年は２．０７と設

定しているところであります。

この目標出生率の実現に向け、第２期総合戦略において、基本目標の３つ目

として、結婚・出産・子育ての希望をかなえる、を掲げており、妊娠・出産・

子育ての支援として、産前・産後サポートケア事業や地域子育て支援センター

整備事業等を、また、出産や子育ての経済的負担の軽減として、妊婦健康診査

通院交通費助成事業や任意予防接種助成事業等を展開しているところでありま

す。

４項めは、最重要業績評価指標の２つの項目の直近数値と目標設定時点から

の推移状況、目標達成の見込みについてと、流出入均衡の達成の見込みについ

てであります。

総合戦略における最重要業績評価指標ＫＧＩの２つの項目につきましては、

社会移動は、令和２年度の数値がマイナス１８９人で、目標設定時点である平



成３０年度のマイナス１４９人と比べ減少幅が大きく、令和６年度時点での目

標数値の達成は難しい状況であり、出生数は、令和２年度の数値が５１人で、

目標設定時点である平成３０年の６８人と比べ１７人の減少となっており、令

和６年度時点での目標数値の達成は難しい状況であることから、登載事業全体

のより一層の推進を図って参ります。

次に、人口ビジョンにおける流出入均衡の達成見込みにつきましては、令和

２年度の社会移動の実績値を基に２０４０年時点の数値を改めて推計したとこ

ろ、目標達成は難しい状況であります。

今後においても、２０４０年の流出入均衡の達成に向け、登載事業全体のよ

り一層の推進を図って参ります。

５項めは、重要業績評価指標の各項目の直近の数値と目標設定時点からの推

移状況、目標達成の見込みについてと、ＰＤＣＡサイクルによりどのように評

価・検証・改善したのかについてであります。

総合戦略における重要業績評価指標ＫＰＩの各項目につきましては、１人当

たりの課税対象所得は、令和２年度の数値が２，７２２，０００円で、目標設

定時点から１３，０００円の増加となっており、この推移状況を踏まえると、

令和６年度時点での目標２，８７４，０００円をおおむね達成できる見込みで

あります。

次に、女性、２５歳から３４歳の紹介就職者数は、令和２年度の数値が４８

人で、目標設定時点から８人の増加となっており、この推移状況を踏まえると、

令和６年度時点での目標５０人をおおむね達成できる見込みであります。

次に、転入者数は、令和２年度の数値が２９６人で、目標設定時点から８４

人の減少となっており、この推移状況を踏まえると、令和６年度時点での目標

４１５人の達成は難しい状況でありますので、移住定住施策のより一層の推進

を図って参ります。

次に、ふるさと納税の寄附件数は、令和２年度の数値が６，７０５件で、目

標設定時点から３，０８１件の増加となっており、この推移状況を踏まえると、

令和６年度時点での目標８，０００件をおおむね達成できる見込みであります。

次に、企業版ふるさと納税の寄附件数は、令和２年度の数値が１件で、目標

設定時点から１件の増加となっておりますが、令和４年度、現時点での寄附件

数の合計は５件となっており、この推移状況を踏まえると、令和６年度時点で

の目標１０件をおおむね達成できる見込みであります。

次に、１５歳未満人口は、令和２年４月１日時点の数値が１，１３７人で、

目標設定時点から５２人の減少となっており、この推移状況を踏まえると、令

和６年４月１日時点での目標１，２３２人の達成は難しい状況でありますので、

妊娠・出産・子育ての支援や、経済的負担の軽減に関する各種施策のより一層

の推進を図って参ります。

次に、婚姻件数は、令和２年度の数値が６３組で、目標設定時点から１３組

の増となっており、この推移状況を踏まえると、令和６年度時点での目標５５

組をおおむね達成できる見込みであります。

次に、観光入込客数は、令和２年度の数値が１９９，５２０人で、目標設定

時点から１７７，０８０人の減少となっており、この推移状況を踏まえると、

令和６年度時点での目標５００，０００人の達成は難しい状況でありますが、

令和２年度数値においては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、大

幅な減少となっていることから、今後も観光入込客数の確保に向け、地域資源



を活かした個性あふれる地域の形成に関する各種施策のより一層の推進を図っ

て参ります。

最後に、健康寿命の延伸は、令和２年度の数値が男性７７．７歳、女性８０．

９歳で、目標設定時点から男性で０．２歳の増、女性で０．６歳の増となって

おり、この推移状況を踏まえると、令和６年度時点での男性７８．４歳、女性

８１．２歳をおおむね達成できる見込みであります。

次に、各項目において、ＰＤＣＡサイクルによりどのように評価・検証・改

善したのかについてでありますが、令和３年１２月に実施した進捗状況調査に

おいて、各ＫＰＩの進捗管理や各施策におけるこれまでの具体的な実施内容に

ついて、所管において内部評価を行い、令和４年１月には、岩内町まち・ひと

・しごと創生総合戦略推進委員会において、進捗状況を報告し、検証して頂い

ているところであります。

今後におきましても、第２期総合戦略のめざす姿であります、健やかなまち

づくり、新たに創造し躍動感にあふれ活気ある町の実現に向けて、登載事業の

評価・検証・改善を行い、進捗状況を把握しながら、確実な事業実施に努めて

参ります。



２ 地場産業の振興について

我が国において未だ新型コロナウイルスの感染拡大の完全な収束が見通せない

中で、岩内町においても社会・経済的に大きな影響を受け続けております。

こうしたコロナ禍からの一刻も早い回復に向けて、感染拡大防止の徹底ととも

に地域経済・産業をしっかりと支え、強化していくための重層的な取組が求めら

れております。

本町の地場産業である漁業・水産加工業の発展のためには、地域で水揚げされ

る水産資源の維持増大が重要な要素となり、そうした魚種の一つに、近年北海道

沿岸で数千トン規模の漁獲があるニシンが有望であると考えられます。

かつて北海道で１００万トン近くに上っていたニシンの漁獲量は１９５０年代

後半には幻の魚と呼ばれたほど激減してしまいましたが、１９９６年からの資源

増大の取組により、回復の兆しがみられ、現在の漁獲状況に至っていると推測さ

れます。

このような北海道のニシンを起爆剤とした本町の漁業・水産加工業の振興の取

組について、以下のとおり質問いたします。

①過去３か年の岩内沿岸のニシンの漁獲量、その漁法、漁獲されたニシンの系

群、群来の出現について。

②岩内沿岸のニシンの漁獲量の増大のためにこれまでどのような取組が行われ

てきたのか。

③岩内沿岸で漁獲されるニシンが今後、漁業の主要魚種として位置付けられる

ために、町としてどのような取組の展望を持っているのか。

④北海道沿岸で漁獲されるニシンの集団としての種類とその利用用途、利用状

況について。

⑤北海道沿岸で漁獲されるニシンについて、岩内町ではどのように加工利用さ

れているのか。また、加工原料としての評価や利用の展望について。

⑥ニシン加工を手がけている町内の水産加工場では、人手不足が深刻な問題に

なっており、やむを得ず、外国人労働者を雇用している事業所もみられるこ

とから、町として迅速かつ効果的な支援を行う必要があると考えますが、町

の見解について。



【答 弁】

町 長：

１項めは、過去３か年の岩内沿岸のニシンの漁獲量、その漁法、漁獲された

ニシンの系群、群来の出現についてであります。

本町におけるニシン資源の対策につきましては、南後志地域の５町村４漁協

で構成する後志南部地域ニシン資源対策協議会で対応していることから、後志

南部海域全体でお答えいたします。

後志南部海域でのニシンの漁獲量については、令和元年度１４１トン、令和

２年度７０トン、令和３年度３１４トンであります。

次に、ニシンの漁法については、後志南部海域では定置網漁において漁獲さ

れております。

次に、後志南部海域で漁獲されたニシンの系群については、中央水産試験場

によるとほとんどが石狩湾系群でありますが、近年では一部、北海道・サハリ

ン系群の混在が考えられると伺っております。

次に、群来の出現については、近年では日本海沿岸で群来が確認されており、

後志南部海域においても、寿都町において令和元年３月に約８０年ぶりに群来

が確認され、その後も令和３年４月、令和４年２月と３月にもいずれも寿都町

において確認されております。

２項めは、岩内沿岸のニシンの漁獲量の増大のためにこれまでどのような取

組が行われてきたのかについてであります。

後志南部海域では、ニシン資源の回復を目指し、後志南部地域ニシン資源対

策協議会において、北海道の補助事業を活用し、平成２０年度から２２年度ま

では３０万尾、平成２３年度から現在までは４０万尾の種苗放流等を行い、資

源の回復及び漁獲量の増大に取り組んでいるところであります。

３項めは、岩内沿岸で漁獲されるニシンが今後、漁業の主要魚種として位置

付けられるために、町としてどのような取組の展望を持っているのかについて

であります。

町の取組としては、漁業対策では後志南部地域ニシン資源対策協議会の事務

局として、関係機関の協力を得ながら、種苗放流を今後も継続し、漁獲量の増

大を目指すとともに、水産加工対策としては、漁獲したニシンを加工原料とし

て活用するため、現在、中央水産試験場で加工適正を評価する試験を実施して

いるほか、地場産業サポートセンターにおいては、導入している加工機器を活

用した商品開発、身欠きニシン高品質化技術の活用など、加工原料としての利

用拡大に繋がる支援を継続して参ります。

いずれにいたしましても、こうした漁業及び水産加工対策の総合的かつ継続

的な取組が重要であり、ニシン漁獲量の安定と、水産加工原料としての付加価

値向上により、地場産業の振興に繋がるものと考えております。

４項めは、北海道沿岸で漁獲されるニシン集団の種類とその利用用途、利用

状況についてであります。

北海道立総合研究機構水産研究本部によりますと、北海道周辺では、ニシン

は産卵場や産卵期、回遊範囲などにより、北海道サハリン系集団、石狩湾系集

団、檜山津軽海峡集団、オホーツク湖沼性集団、道東湖沼性集団、苫小牧集団、

湧洞沼集団の７つの集団に分けられると伺っております。

一方、各集団の原料特性については、現状での知見が無いことから、集団ご

との適正な利用用途は不明とのことでありますが、一般的に、北海道沿岸で漁



獲されるニシンのほとんどは鮮魚として消費されているほか、数の子や身欠き

ニシン、燻製、ニシン漬けなどの加工品としても利用されております。

５項めは、北海道沿岸で漁獲されるニシンについて、岩内町での加工用途と

加工原料としての評価や利用の展望についてであります。

岩内海産商協同組合などによりますと、北海道沿岸で漁獲されるニシンの町

内における加工用途は、主に身欠きニシンや塩数の子に、魚体の小さいものに

つきましてはミール原料に、それぞれ利用されていると伺っております。

また、加工原料としての評価や利用の展望につきましては、コロナ禍以前に

加工原料の主体であったアメリカ産ニシンがここ数年、魚体が小振り傾向にあ

り、価格も北海道沿岸で漁獲されるニシンとの差が狭まってきていることに加

え、北海道産というブランドイメージや、１０年ほど前のニシンと比較して、

脂質含量などの品質面も向上していると伺っております。

こうしたことから、今後は、漁獲量や浜値によっては、調達量が変動する可

能性はあるものの、漁獲量が安定的に推移していけば、北海道沿岸で漁獲され

るニシンの利用量は増えていくものと考えております。

６項めは、町内の水産加工場における人手不足に対して、町として迅速かつ

効果的な支援を行う必要があると考えるが、町の見解はについてであります。

岩内海産商協同組合などによりますと、水産加工企業では、深刻な人手不足

に対して、賃金の引き上げや短時間勤務の導入など、労働条件の改善を図りな

がら人員の確保に努めていると伺っております。

こうしたことから、町といたしましても、水産加工企業の人手不足対策とし

て、生産性を向上させ、省人化・軽作業化に繋がる機械設備を導入するための

国等の補助制度に関する相談や申請手続きなどの支援のほか、国や北海道への

労働力確保に向けた要請などを行ってきたところであります。

今後につきましても、引き続き、地場産業サポートセンターを中心に、岩内

海産商協同組合、北海道など関係機関との情報交換を重ね、外国人労働者を受

け入れるための寄宿舎物件に関する相談など、水産加工企業が抱える様々な問

題に寄り添い、町の基幹産業の一つである水産加工業に対する必要な支援に最

大限、努めて参りたいと考えております。


